



























































































































































終戦-昭和21年末 103,292 305,393 202,101
昭 和 2 2 年 173,568 526,130 352,562






農水産物・かん詰（含油脂） 7,179 （4.7） 5,717 （3.3） （7.9）
皮 革 製 品 4,246 （2.8） 345 （0） －
化 学 製 品 ・ ゴ ム 8,938 （5.9） 4,749 （2.8） （4.8）
繊 維 製 品 85,976 （56.6） 133,499 （76.5） （58.4）
鉱 山 物 ・ 窯 業 及 金 属 製 品 22,483 （14.8） 14,039 （7.8） （9.4）
機 械 器 具 類 8,652 （5.7） 7,073 （4.1） （5.8）
雑 品 （ 含 　 木 材 ・ 紙 ） 14,577 （9.6） 8,146 （4.7） （13.7）
合 　 　 　 計 152,051（100.0） 173,568（100.0） （100.0）
輸　入 （單位　千ドル）
23年1－9月 22年 昭和9年の比率
食 糧 241,630 （47.0） 307,436 （58.4） （7.6）
油 脂 類 8,592 （1.7） 5,130 （1.2） （6.6）
化 学 製 品 ・ ゴ ム 42,059 （8.2） 80,132 （15.4） （2.5）
繊 維 類 124,294（24・2） 82,823 （15.7） （43.0）
木 材 ・ 紙 類 1,522 （0.3） 1,780 （0.3） （3.4）
鉱山物・窯業品・金属及機械類 80,421 （15.7） 48,414 （9.2） （28.6）
皮 革 類 3,453 （0.6） 221 （0） （0.9）
そ の 外 11,173 （2.2） 194 （0） （7.4）


























米国 その他米州諸国 アジア・豪州 欧州・アフリカ
23年1-9月
金 額
輸 出 42,400千ドル 2,200千ドル 75,200千ドル 32,300千ドル
輸 入 341,700千ドル 72,000千ドル 76,000千ドル 23,300千ドル
比 率
輸 出 27.9％ 1.4％ 49.4％ 21.2％
輸 入 66.5％ 14.1％ 14.8％ 4.5％
2 2 年 比 率
輸 出 11.6％ 0.4% 68.8% 19.2%
輸 入 91.9% 0% 5.9% 2.2%
昭 和 9 年 比 率
輸 出 18.4% 5.2% 57.5% 18.9%














































































































































前前（1） 1950年 1951年 1952年 1953年
金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％
輸 入 総 額 950.9 100.0 969.9 100.0 2,044.3 100.0 2,028.2 100.0 2,409.6 100.0
東 南 ア ジ ア
イ ン ド 17.8 1.8 52.4 2.6 73.0 3.6 75.1 3.0
パ キ ス タ ン 93.5 9.8 39.0 4.1 102.5 4.6 82.4 4.1 108.0 4.4
ビ ル マ 17.7 1.8 30.6 1.4 29.8 1.5 50.2 2.0
セ イ ロ ン 0.7 ※ 0.2 ※ 1.5 0.1 2.3 0.1 2.2 0.1
マ レ ー 6.5 0.7 39.1 4.1 58.7 2.9 54.3 2.7 50.4 2.0
シンガポール 14.0 1.5 0.3 ※ 4.1 0.4 6.7 0.3 13.0 0.5
英領ボルネオ⑵ 3.2 0.3 3.9 0.4 9.0 0.2 17.2 0.8 21.6 0.9
香 港 0.7 0.1 0.6 ※ 5.9 0.3 6.8 0.3 7.9 0.3
フイリツピン 7.7 0.8 22.5 2.3 49.6 2.5 51.2 2.5 62.7 2.5
タ イ 1.5 0.2 43.5 4.5 51.0 2.5 62.5 3.1 84.7 3.4
イ ン ド シ ナ 4.4 0.5 1.6 0.1 2.9 2.1 4.7 0.2 14.7 0.6
インドネシア 24.7 2.6 13.4 1.4 54.8 0.7 27.5 1.4 48.8 2.0
合 計 157.0 16.5 199.6 20.5 423.0 20.3 418.3 20.6 539.3 22.4
極 東
中 共 102.1 11.8 39.5 4.1 20.8 1.0 14.9 0.7 29.7 1.2
朝 鮮 134.4 14.1 16.1 1.7 7.1 0.3 20.2 1.0 8.6 0.3
台 湾 89.4 9.4 37.9 4.0 53.0 2.6 63.8 3.1 64.0 2.6
合 計 325.9 35.3 93.5 9.8 80.9 3.9 98.9 4.8 102.3 4.1
前前（1） 1950年 1951年 1952年 1953年
金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％
輸 出 総 額 928.4 100.0 820.2 100.0 1,354.5 100.0 1,272.9 100.0 1,274.8 100.0
東 南 ア ジ ア
イ ン ド 20.3 2.5 51.7 3.8 36.7 2.9 27.4 2.1
パ キ ス タ ン 74.7 8.1 55.6 6.8 117.0 8.6 117.8 9.2 14.9 1.2
ビ ル マ 16.3 2.0 18.1 1.4 21.2 1.6 33.1 2.6
セ イ ロ ン 4.4 0.5 7.1 0.9 17.4 1.3 17.3 1.3 13.9 1.1
マ レ ー 0.5 ※ 4.4 0.5 11.6 0.9 11.6 1.8 7.4 0.6
シンガポール 16.5 1.8 13.7 1.7 56.6 4.2 51.5 4.0 32.1 2.5
英領ボルネオ⑵ 0.1 ※ 0.2 ※ 0.2 ※ 0.7 ※ 0.5 ※
香 港 13.7 1.5 53.3 6.5 61.6 4.6 80.7 6.3 62.2 4.9
フイリツピン 13.2 1.4 18.3 2.2 36.9 2.7 19.6 1.4 27.5 2.2
タ イ 10.8 1.2 42.6 5.2 45.2 3.3 36.4 2.9 52.6 4.1
イ ン ド シ ナ 1.1 0.1 2.1 0.3 9.7 0.7 8.5 0.6 7.6 0.6
インドネシア 41.7 4.5 46.3 5.7 128.4 9.5 59.8 4.7 105.4 8.3
合 計 176.7 19.1 280.2 34.2 554.4 41.0 461.8 36.2 384.6 30.2
極 東
中 共 169.5 18.3 19.6 2.4 5.8 0.4 0.6 ※ 4.5 0.4
朝 鮮 156.5 16.9 18.1 2.2 14.8 1.1 40.8 3.2 106.8 8.4
台 湾 59.7 6.4 38.0 4.6 50.6 3.7 60.7 4.8 61.0 4.8












年　　別 1955 1956 1957 1958 1959 1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 合計
1. 賠 償 及 び 
無償経済協力
 
⑴ ビ ル マ
イ. 賠償
72 72 72 72 72 72 72 72 72 72 720
（20） （20） （20） （20） （20） （20） （20） （20） （20） （20） （200）
ロ. 無償
 経済協力
42.12 42.12 42.12 42.12 42.12 42.12 42.12 42.12 42.12 42.12 42.12 40.68 504
（11.7）（11.7）（11.7）（11.7）（11.7）（11.7）（11.7）（11.7）（11.7）（11.7）（11.7）（11.3） （140）
⑵ フィリピン
90 90 90 90 90 90 90 90 90 90 108 108 108 108 108 108 108 108 108 108 1,980
（25） （25） （25） （25） （25） （25） （25） （25） （25） （25） （30） （30） （30） （30） （30） （30） （30） （30） （30） （30） （550）
⑶ インドネシア
72 72 72 72 72 72 72 72 72 72 72 11.088 803,088
（20） （20） （20） （20） （20） （20） （20） （20） （20） （20） （20） （3.08） （223.08）
⑷ ヴィエトナム
36 36 36 16.2 16.2 140.4
（10） （10） （10） （4.5） （4.5） （39）
⑸ ラ オ ス
5 5 （協定援助期間は1961年以降4年間延長している） 10
（1.5） （1.5） （3）
⑹ カンボディア
5 5 5 （協定援助期間は1962年以降2年間延長している） 15
（1.5） （1.5） （1.5） （4.5）
小 計
72 162 162 234 244 280 275 270 250.2 250.2 204.12 222.12 222.12 222.12 161.208 150.12 150.12 150.12 150.12 150.12 150.12 40.68 4,172.488




10 10 10 10 10 10 10 26 96




158.04 158.04 158.04 158.04 158.04 158.04 158.04 158.04 158.04 158.04 158.04 158.04 62.64 62.64 62.64 2,084.4
（43.9）（43.9）（43.9）（43.9）（43.9）（43.9）（43.9）（43.9）（43.9）（43.9）（43.9）（43.9）（17.4）（17.4）（17.4） （579）
合　　計
72 162 162 234 244 280 275 280 418.24 418.24 372.16 390.16 390.16 390.16 345.248 308.16 308.16 308.16 308.16 308.16 212.76 103.32 62.64 6,352.888


















































































































































































































































































































































































































































































































































26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 合　計
鉱 業 2,621 182 826 777 1,614 4,651 10,671
繊維・繊維機械製造業 ― ― 200 2,420 2,342 6,230 11,192
商 業 325 1,630 786 1,013 3,515 3,434 10,703
そ の 他 33 95 363 893 806 3,685 5,875
































































































































































































































開　発　物　質 融資承諾年度 相　　手　　国 融資承諾額 融資形式
鉄 鉱 石
26～29 ゴ ア （2件） 466 輸　出
28 香 港（馬鞍山） 134 投　資
30 フィリピン（ララップ） 518 輸　出
31 マ レ ー（タマンガン） 943 輸　出
小計 2,062
銅 鉱 石 28～29 フィリピン（トレド） （2件） 253 輸　出
ニ ッ ケ ル 鉱 石
28～31 ニューカレドニア （3件） 69 輸　出
31 ニューカレドニア 44 輸　入
小計 113
錫 鉱 石 30～31 タ イ（チャンプラ） （4件） 130 投　資
木 材
29 沖 縄（八重山） 63 投　資
30 フィリピン（アラスアサン） 35 輸　出
小計 98





投資先国 投資事業 投資形式 投資額 本行融資額
28年度
ビ ル マ 漁 業 現 金 出 資 15 11
台 湾 麻 紡 織 現 物 出 資 58 24
イ ン ド 万 年 筆 製 造 現 物 出 資 11 8
香 港 鉄 鉱 山 開 発 開発設備貸与 243 134
合 計 327 （4件）176
29年度 沖 縄 森 林 開 発 現 金 出 資 120 （1件） 63
30年度
メ キ シ コ 紡 織 機 製 造 現 物 出 資 1,008 582
ブ ラ ジ ル 万 年 筆 製 造 現 金 出 資 71 47
タ イ 錫 鉱 山 開 発 現 金 出 資 92 （2件） 64
エルサルバドル 綿 紡 績 現 物 出 資 432 252
メ キ シ コ ゴ ム ベ ル ト 製 造 現 物 出 資 20 12
合 計 1,623 （6件）958
31年度
ブ ラ ジ ル 綿 紡 績 現 金 出 資 382 267
タ イ 錫 鉱 山 開 発 現 金 出 資 95 （2件） 66
ブ ラ ジ ル 紡織機 工作機製造 現金現物出資 630 （2件）336
合 計 1,107 （5件）669
（出所：日本輸出入銀行（1963）『十年の歩み』日本輸出入銀行、74頁。）
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図表9　わが国の業種別・地域別海外投資の累計（1951 ～ 1964年度） （単位　千ドル）
生産的事業
農林業 水産業 鉱業 建設業 食品工業 繊維工業 化学工業 窯業 鉄鉱金属工業
件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
証券取得 18 2,853 40 4,627 56 8,013 10 3,284 68 13,231 109 45,840 49 5,274 28 5,014 32 49,364
東南アジア 8 910 15 942 37 2,902 8 249 50 8,012 52 14,484 34 2,989 19 4,224 19 5,202
中南米 5 324 14 2,364 5 602 ― ― 10 1,899 39 25,514 8 737 7 740 11 43,096
中近東 ― ― 2 143 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1 30 ― ―
アフリカ ― ― 4 360 2 434 ― ― ― ― 14 5,041 ― ― ― ― 2 1,066
北米 ― ― 2 527 6 2,648 2 3,035 2 250 ― ― 1 500 1 20 ― ―
その他 5 1,619 3 291 6 1,427 ― ― 6 3,070 4 801 6 1,048 ― ― ― ―
債権取得 20 4,591 22 4,558 57 76,436 4 1,400 34 16,392 4 3,084 7 903 8 3,292 4 7,130
東南アジア 11 2,889 2 128 45 64,390 1 935 18 9,821 2 1,628 6 410 2 2,553 1 333
中南米 7 1,270 18 8,474 6 5,874 3 465 16 6,571 ― ― ― ― 6 739 3 6,797
中近東 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
アフリカ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2 1,456 ― ― ― ― ― ―
北米 ― ― 1 69 3 5,660 ― ― ― ― ― ― 1 493 ― ― ― ―
その他 2 432 1 887 3 512 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
海外直接事業 1 60 ― ― 7 183,230 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
支店 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
合計 39 7,504 62 14,185 120 267,679 14 4,684 102 29,623 113 48,924 56 6,177 36 8,306 36 56,494
生産的事業 その他
機械工業 電気工業 その他 計 商業 諸業 移住 計 合計
件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
証券取得 73 56,340 48 6,314 75 27,112 606 227,266 622 67,788 181 33,095 12 1,449 815 102,332 1,421 329,598
東南アジア 24 4,903 35 4,394 41 6,229 342 55,440 69 3,463 47 4,185 ― ― 116 7,648 458 63,088
中南米 41 48,578 10 1,754 15 1,130 165 126,738 76 4,688 41 1,743 12 1,449 129 7,880 249 134,618
中近東 ― ― ― ― ― ― 3 173 8 213 1 467 ― ― 9 680 12 853
アフリカ ― ― ― ― 1 504 23 7,405 2 91 1 7 ― ― 3 98 26 7,503
北米 1 463 1 15 15 19,000 31 26,458 324 52,461 77 23,307 ― ― 401 75,768 432 102,226
その他 7 2,396 2 151 3 249 42 11,052 143 6,872 14 3,386 ― ― 157 10,258 199 21,310
債権取得 11 5,156 7 555 12 45,490 190 173,987 14 1,125 19 29,101 128 13,062 161 43,288 351 217,275
東南アジア 1 1,190 5 381 2 5,165 96 89,823 2 99 8 1,132 ― ― 10 1,231 106 91,054
中南米 10 3,966 2 174 ― ― 71 34,330 3 91 3 25,274 121 11,930 127 37,295 198 71,625
中近東 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
アフリカ ― ― ― ― ― ― 2 1,456 ― ― ― ― ― ― ― ― 2 1,456
北米 ― ― ― ― 10 40,325 15 46,547 9 935 6 2,429 6 1,125 21 4,489 36 51,036
その他 ― ― ― ― ― ― 6 1,831 ― ― 2 266 1 7 3 273 9 2,104
海外直接事業 ― ― ― ― ― ― 8 183,290 2 484 12 23,878 18 2,542 32 26,904 40 210,194
支店 ― ― ― ― ― ― ― ― 245 16,864 ― ― ― ― 245 16,864 245 16,864

































































































債権取得 海外直接事業 支店 合計 （参考）現地法人への延払輸出生産事業 商業等 計




24 4,338 61 3,743 85 8,081 10 4,082 ― ― 30 854 125 13,018 ― ―
（4） （850） （13） （1,001） （17） （1,851）
1955
15 3,029 40 3,561 55 6,500 4 2,177 ― ― 23 687 82 9,455 ― ―
（5） （1,134） （12） （1,135） （17） （2,269）
1956
28 8,694 52 3,244 80 11,938 15 5,505 3 1,114 49 2,521 147 21,078 3 409
(12) (3,783) （13） （1,629） （25） （5,412）
1957
28 15,923 26 2,410 54 18,333 24 13,785 5 427 15 589 98 33,134 5 552
(12) （9,455） （5） （228） （17） （9,683）
1958
30 19,457 44 5,667 74 25,124 32 28,013 3 10,952 11 550 120 64,639 4 671
（20） （3,936） （25） （4,613） （35） （8,549）
1959
47 10,874 83 10,698 130 21,572 37 17,533 4 9,091 21 1,865 192 50,060 6 4,821
（16） （6,415） （44） （6,405） （60）（12,820）
1960
70 20,944 91 11,285 161 32,228 46 23,438 6 37,209 12 1,574 225 94,455 5 2,162
（18）（10,564） （40） （6,932） （58）（17,495）
1961
61 35,621 78 11,572 139 47,193 50 37,040 4 77,816 12 1,059 205 163,108 5 4,481
（24）（28,340） （29） （7,544） （53）（35,884）
1962
81 23,624 97 15,313 178 38,939 39 30,962 4 24,754 26 3,814 247 98,469 6 104,635
（22） （8,000） （43）（10,686） （65）（18,688）
1963
110 35,693 110 13,860 220 49,553 45 23,731 8 36,885 29 2,729 302 112,902 7 3,217
（33） （8,863） （40） （7,645） （73）（16,508）
1964
112 49,082 133 20,979 245 70,060 49 31,009 3 11,946 17 623 314 113,638 ― ―
（50）（36,296） （56）（15,192）（106）（51,487）
計





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































額下日本製」（Made in Occupied Japan）
なる文字を標示、捺印又はレッテルの貼
付をなすために措置を講ずべし。
2. 標示、捺印又はレッテルの貼付はすべて
見易い場所になし、且商品の性質上出来
る限り消えないよう、永久的になすこと
を要する。
最高司令官に代って　
副官　ジョン・B・クーレー大佐
（貿易資料出版社（1947）『昭和22年版  日
本貿易経済年鑑』貿易資料出版社、373頁）
（7） 西川博史・石堂哲也訳（1997）『GHQ日
本占領史　第52巻　外国貿易』、165-169
頁。
（8） 西川博史・石堂哲也訳（1997）『GHQ日
本占領史　第52巻　外国貿易』、159-161
頁。
（9） 経済安定本部監修（1950）『ことしの日本
経済』、28-30頁、西川博史・石堂哲也訳
（1997）『GHQ日本占領史　第52巻　外国
貿易』、187-188頁、栂井義雄（1949）「日
本貿易の現状と展望―単一為替レート設定
に関連して」、29頁。
（10） 通商産業省通商局監修（1951）『日本貿易
年鑑　昭和25・26年版』、29-30頁。
（11） 経済安定本部総裁官房調査課（1949）『転
換期日本経済の実態』、21頁。
（12）通商産業省通商局監修（1951）『日本貿易
年鑑　昭和25・26年版』、30頁。
（13） 賠償問題研究会編（1963）『日本の賠償』、
11-13頁。
（14） 賠償問題研究会編（1963）『日本の賠償』、
95-97頁。
（15） 賠償問題研究会編（1963）『日本の賠償』、
135-141頁。
（16） 賠償問題研究会編（1963）『日本の賠償』、
135-141頁。
（17） 賠償問題研究会編（1963）『日本の賠償』、
144-145頁。
（18） 賠償問題研究会編（1963）『日本の賠償』、
145-146頁。
（19） 賠償問題研究会編（1963）『日本の賠償』、
147-148頁。
（20） 賠償問題研究会編（1963）『日本の賠償』、
150-151頁。
（21） 賠償問題研究会編（1963）『日本の賠償』、
213-216頁。
（22） 有沢広巳監修（1975）『昭和経済史』日本
経済新聞社、358頁。
（23） 石原産業株式会社が主導した設立までの経
緯については、石原産業（1956）『創業
三十五年を回顧して』341-348頁、に興味
深い記述がある。
（24） 賠償問題研究会編（1963）『日本の賠償』、
239-246頁。
（25） 日本工営（1981）『日本工営三十五年史』、
83-88頁。
（26） 賠償問題研究会編（1963）『日本の賠償』、
147-150頁。
（27） 賠償問題研究会編（1963）『日本の賠償』、
147-148頁。
（28） 賠償問題研究会編（1963）『日本の賠償』、
172頁。
（29） 東洋工業（1972）『1920-1970　東洋工業
五十年史』、416頁、賠償問題研究会編
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